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はじめに 
 
韓国教育部は 2018 年 8 月 17 日に「2022 年度大学入学制度改編方案と高校教育革

新方案」を発表した。韓国ではあまりに激しい受験戦争が社会問題ともなっているが、
今回の大学入試制度の改編案は、2017 年新たに発足した文在寅（ムン・ジェイン）政
権の下で、学生の入試負担の緩和を最大の目的としてまとめられた。しかし、この改
編案が本当に学生の負担を軽減するものとなっているかについて、早くもいくつかの
問題点が指摘されている。本稿では、韓国の大学入試選考の現況と今回の改編案の概
要を紹介する。 
 
大学入試選考の現況 
 
韓国の主な大学入試選考は、大きく分けて随時募集と定時募集があり、随時募集の

中心が学生生活記録簿（以下、学生簿という）選考であり、定時募集の中心が大学就
学能力試験（以下、修能という）である。随時募集は 6 回、定時募集は 3回受験でき
るが、随時募集合格者は定時募集に応募できない。学生簿選考は国語、数学、英語の
ような授業科目の習熟度を評価する教科型と、授業科目以外の活動を評価する非教科
型がある。非教科型は学生簿総合選考とも呼ばれ、2007 年から開始され、各大学に配
置された入学査定官を中心に学生簿、自己紹介書、推薦書、面接、修能最低基準など
を参考にして、学生を多面的に総合評価する（表１）。学生簿は高校 3 年間にどのよ
うな活動をしたかを記録する公式的な資料である。科学発表や英語発表などの大会受
賞や、クラブ活動、ボランティア活動、進路活動、創意的活動、読書活動などが記録
される。修能は日本のセンター試験に相当し、政府が韓国教育課程評価院に委託し施
行する試験で、1994 年に開始された。国語、数学、英語、韓国史、社会探求／科学探
求／職業探求、第 2 外国語／漢文の科目がある。現在の試験制度では英語と韓国史が
絶対評価で、それ以外の科目は相対評価である。 

2015 年度から 2020 年度までの随時募集と定時募集の比率をみると、随時募集
が徐々に増加し、2020 年度には 8 割近くを占める。一方、定時募集は減少してい
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ることがわかる（表 2）。次に、学生簿と修能の比率を見てみると、学生簿教科と
学生簿総合は増加を続けているが、修能は減少している（表 3）。特に、ソウルの
上位校で学生簿総合選考の採用率が高くなっており、ソウル大学は 8 割近くを占
めている（表 4）。 

2017 年度には修能準備による私教育費の増加や暗記教育、選択式試験などが問題
視され、修能を絶対評価化するよう入試制度改編を検討していたが、その後、学生簿
総合選考の問題が浮上し、逆に修能を拡大すべきだとの声が高まった。また、学生簿
の成績が悪く学生簿選考で失敗してしまった学生に再挑戦を与える機会が必要だと
いうことも、修能拡大の一つの理由となっている。 
学生簿総合選考は上で述べたように、科学や語学大会などの受賞歴や、クラブ活動、

ボランティア活動、創意的活動、小論文作成、自己紹介書作成などのスキルが求めら
れる。創意的活動や小論文作成などは、学校教育では習得できないことが多く、これ
らのスペックを充足するために、塾に通うなどの過度の私教育が誘発されている。そ
のため、親の経済力や情報力によって学生間に格差が生じ、“金のさじ選考”だとささ
やかれている。“金のさじ”とは富裕層を意味する新造語で格差社会を表現するときに
使われる比喩的表現である。また、学生簿が各学校の各担当教師によって作成される
ため、主観的判断が働き、成績の水増しや不正などの操作が発生しやすく、透明性、
公正性の観点から問題が指摘されている。 
韓国には一般高校以外に、エリートを育てる自律型私立高校（自私高）や科学、外

国語、国際を専門とする特別目的高校（特目高）などが開設されている。そこでは、
学校独自の進学プログラムや専門的なプログラムが用意されているため、学生簿総合
選考には有利な環境にある。自私高や特目高などには成績優秀者が集まってくるため、
教科の内申成績を上げるための競争が厳しいが、ある大学の入学査定官によると、自
私高や特目高での内申成績が中位程度であっても、一般高校での上位程度と評価して
いるようである。 
 
2022年度大学入学制度改編方案の概要 
 

2022 年度の大学入学制度改編方案は、国民参加の熟議・公論化のもとに、公正・単
純を目的として学生の負担を緩和し、2015 年に改訂された教育課程の安定的運営を
図り、公共性と責務性の調和を推進することを背景にまとめられた。主な課題は表 5
の通りである。 
当初教育部は 2017 年 8 月に、文在寅大統領の公約でもあった修能全科目を絶

対評価に転換すべく 2 つの案を発表したが、両案いずれも世論の反対が多く、改
編を 1 年延長した。2018 年 4 月 30 日に教育部傘下の国家教育会議が公論化委員
会を立ち上げ、4 つの議題をベースに市民参加団を構成し、討論会やワークショ
ップを多数開催してきた（表 6）。しかし、修能の比率拡大と絶対評価化について
賛否両論がわかれ、8 月 3 日の公論化委員会の調査結果発表の際には、上位 2 つ
の案には統計上では差がないということだけを示して、明確な案を打ち出すこと
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はできなかった。公論化委員会での議論の意義が問われる中、続く 8 月 7 日に国
家教育会議が発表した最終勧告案でも、修能比率の拡大は勧告するものの、具体
的な数字を示すことはできなかった。 

8 月 17 日に発表された教育部の入試制度改編方案においては、修能に主眼を置い
た選考の割合を 30％以上に拡大するという結論に落ち着くことになった。2017 年度
の修能の比率は 26.3％で今回わずかな拡大にとどまったことにより、現制度と大差が
ないという批判をあびた。なお、産業大学、専門大学、サイバー大学などは、この条
件から除外される。財政支援については、修能選考の割合が 30％以上の大学に“高校
教育貢献大学支援事業”の参加資格を付与することにした。2015 年に改訂された教育
課程では高等学校における文・理系区分の廃止が主な目的であった。今回の入試制度
改編法案では、その趣旨を受け、修能の国語・数学・探求科目については共通選択科
目とし、学生の選択権の拡大と負担の緩和を図った。修能の評価方法については、国
語、数学、探求科目は相対評価を維持し、絶対評価は、英語、韓国史に第 2外国語／
漢文を追加した。 
改編案では選択科目の科目数が大幅に増え、計算上 816 科目の組み合わせ（第 2 外

国語を除く）となった。簡素化をうたってきた入試制度改編であるが、逆行する形に
なった。どの科目を選ぶかによって、学生たちにとって有利・不利の差が生じ、負担
と混乱が予想される。 
今回の大学入試制度改編の過程で大きく争点に出てこなかった学生簿総合選考の

改善であるが、公正性や信頼度を向上するために、学生簿の記載改善、選抜の透明性
向上、大学入試情報の解消など、様々な課題を実施することにした。過度な教科外活
動の実施で学生の負担が大きかったが、記載内容が縮小することで内申書競争も一段
落することが期待される（表 7）。 
 
おわりに 
 
今回の改編案では修能の拡大・絶対評価化について賛否両論がわかれ、中間的な内

容になった。今後も継続的に議論していくテーマであるが、なかなか結論が見えない。
修能は客観的であり、相対評価により弁別力が確保されているため、公平な評価が期
待できる。一方、暗記式教育や選択式試験などが過当競争を招き、学生や大学を序列
化し、私教育を拡大する。また、学生簿総合選考は、問題解決能力、創造力、リーダ
ーシップ、奉仕性など多様な能力を持つ学生を育成し、公教育の正常化に貢献する。
一方、親の社会経済的地位による影響力、複雑な試験制度、学生簿の不正などが、学
生間の格差を招き、私教育を拡大する。どちらに転んでも学生にとっては熾烈な競争
から逃れることはできなく、私教育費の負担は減少しない。 
今回の改編過程で争点となったのが、修能の拡大、絶対評価化であるが、もう一つ

重要な点として学生簿総合選考の記述内容が縮小されたことである。修能を数パーセ
ント増加することよりも、私教育費削減、格差解消という面では効果が高いという意
見がある。 
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韓国社会を眺めてみると、どこかに集中する現象が見え隠れする。大学は地方から
ソウルへ、住居は地方からソウルへ、企業は中小企業から大企業へなどである。その
結果として、地方大学の衰退、地方経済の縮小、中小企業の弱体化や若者の就職難な
どの歪みが生じている。上昇志向が強い韓国社会であるが、集中から分散していくよ
うに意識を変えていく、あるいは変わるような環境になれば、大学入試に関わる難題
にも解決の糸口が見えてくるのではないか。■ 

 
 

表 1 大学入試選考の種類 

区分 選考類型 主要選考要素 

随時 

学生簿中心 

教科型 教科中心 

総合 教科、非教科（校
内活動、自己紹
介、推薦書、面接
など） 

論述中心 論述  

実技中心 実技（特技など） 

定時 
修能中心 修能  

実技中心 実技（特技など） 

（出所）「大学入試制度改編公論化 Eラーニング熟議資料」 
大学入試制度改編公論化委員会 2018.7 

 
 

表 2 大学入試選考の種類 （単位：人、％） 

年度 
随時募集  定時募集 

合計 
募集定員 比率  募集定員 比率 

2015 241,093  64.0   135,774  36.0  376,867  

2016 243,748  66.7   121,561  33.3  365,309  

2017 248,669  69.9   107,076  30.1  355,745  

2018 259,673  73.7   92,652  26.3  352,325  

2019 265,862  76.2   82,972  23.8  348,834  

2020 268,776  77.3   79,090  22.7  347,866  

（出所）「大学入学選考施行計画主要事項」（2016年度、2018 年度、2020年度) 
韓国大学教育協議会 
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表 3 選考別募集定員（内訳）（単位：人、％） 

区分 随時  定時 

選考の種類 学生簿教科  学生簿総合  修能 

2015年度 
145,576  59,284  118,905 

38.6  15.7  31.6 

2016年度 
140,181  67,631  105,304 

38.4  18.5  28.8 

2017年度 
141,292  72,101  93,643 

39.7  20.3  26.3 

2018年度 
140,935  83,231  80,311 

40.0  23.6  22.8 

2019年度 
144,340  84,764  72,251 

41.4  24.3  20.7 

2020年度 
147,345  85,168  69,291 

42.4  24.5  19.9 

（出所）「大学入学選考施行計画主要事項」（2016年度､2018年度､2020年度）韓国大学教育協議会 
（注）各年度の上段が定員、下段が比率 

 
 

表 4 修能選考比率が 30％未満のソウル主要大学 （単位：％） 

大学 修能 
学生簿 
総合 

学生簿 
教科 

慶熙大 23.0 49.5 0.0 

高麗大 16.2 62.3 9.6 

檀国大 26.5 28.9 22.9 

東国大 27.1 46.6 0.0 

ソウル大 20.4 79.6 0.0 

延世大 27.1 34.9 0.0 

梨花女子大 20.6 27.5 11.9 

中央大 25.4 32.3 11.9 

漢陽大 29.4 38.7 9.0 

（出所）毎日経済新聞 2018 年 8月 18 日 *資料：教育部（各大学の 2020 年度選考計画） 
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表５ 2022大学入学制度改編課題 

分野 課題 

１．大学入試選考の構
造改編 

①修能中心選考の比率拡大 

②随時における修能最低学力基準の活用 

２．修能体系の改編 ③修能の科目構造と出題範囲 

④修能評価方法 

⑤修能EBS連携率 

３．学生簿総合選考の
公正性向上 

⑥高校学生簿記載の改善 

⑦大学の選抜透明性強化 

⑧大学入試の情報格差解消支援 

４．大学別試験の 
改善 

⑨面接・口述試験の改善 

⑩筆記試験の改善 

（出所）『2022 年度大学入学制度改編方案と高校教育革新方向』教育部 2018年 8 月 
 
 

表６ 2022年度大学入試制度改編公論化の４議題 

区分 

支持率 
定時と随時 
の比率 

修能評価 
方法 

随時の修能 
最低学力基準 
活用可否 %  

５点 
満点 

議題１ 52.5  3.4 
定時比率 
45％以上 

相対評価 大学が決定 

議題２ 48.1  3.27 大学が決定 絶対評価 活用可能 

議題３ 37.1  2.99 大学が決定 相対評価 大学が決定 

議題４ 44.4  3.14 均衡確保 相対評価 大学が決定 
（出所）毎日経済新聞 2018年8月4日 *資料：国家教育会議大学入試改編公論化委員会 
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表７ 学生簿総合選考の主な改善事項 
過度な競争および
私教育誘発要素・項
目の整備 

父母情報を削除し、人的・学的事項を統合 

現行通りに記載するものの、大学入試提出の受賞
経歴の個数を制限、学期あたり1個以内(計6個ま
で提出可能) 
記載サークル数を学年当たり1つに制限し、客観
的に確認できる事項だけを記載 

小論文は学生簿の全ての項目に未記載 

資格証・認証取得状況は現行通りに記載するもの
の、大学入試活用資料として未提出 

学校内の正規教育
課程の教育活動の
中心記録 

学校外の青少年団体活動は未記載で、学校教育計
画による青少年団体の活動は青少年団体名だけを
記載  
学校スポーツクラブ活動は、過度に記載していた
特記事項を学生の個別的特性を中心に記載するよ
うに簡素化 
ボランティア活動は、教師の観察が困難であるた
め、特記事項は削除するものの、ボランティア活
動の実績は現行通り入力 
放課後の学校活動は学生簿に未記載 

記載の格差の緩和
と記載・管理責務性
の向上 

教師の記載の負担緩和および教師間の記載の格差
緩和のため、各項目に特記事項の入力文字数を削
減 
市道教育庁の業務担当者、一般教員、講師など対
象者別研修を実施 
学校や市道教育庁の学生簿の記載・管理関連の点
検計画の樹立・施行を義務化して虚偽・不当の記
載不備予防 
成績操作・試験用紙流出など不正行為者処罰の強
化、市道教育庁および学校別評価管理強化案の作
成・施行 

自己紹介書書式改
善 

字数を４項目5000字から3項目3100字に縮小。 

教師の推薦状 廃止 
（出所）『2022 年度大学入学制度改編方案及び高校教育革新方向』 

教育部 (2018 年 8月 17日)より筆者作成 
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